民主党「石油（開発・元売・ＳＳ）、エネルギー政策研究
議員連盟（仮称）」設立のご案内（案）
我が国の社会・経済の維持と発展に不可欠である、一次エネルギー総供給のうち化石燃料・石油については過去のオイルショックの経験などから、その依存への軽減が目指されてきましたが、依然として、その占める割合は大きく、エネルギー政策における石油施策は、日本経済・産業社会にとって非常に重要であります。また、燃料油やガソリン等の石油製品は、国民生活や社会経済の基礎基盤の存続には、なくてはならない重要な基礎的資源であり、地球温暖化などの環境問題を見据えつつ、適切、安定的に石油製品を供給することは国家の重要施策であります。
しかし、我が国の生命線ともいえる、石油産業を取り巻く環境は非常に厳しく、前政権による規制緩和にて、平成八年に特石法が廃止されたのを契機として、石油産業界では自由化の名の下で激しい競争が進み、コスト削減などの経営合理化に加え、あらゆる枠組みを超えた資本提携や合併などの業界地殻変動が進行してきました。石油製品販売業においても、その激しい自由競争は新規大手や異業種などの参入による供給過剰をまねき、その結果、ＳＳは平成７年度には、その数が減少に転じ、平成６年度から平成２１年度におけるＳＳの廃業数は２０，０００件に達しています。言うまでもなく石油産業界の経営基盤の安定と強化は、国内における石油製品の安定供給の維持に欠くことはできません。また、我が国のエネルギーセキュリティーの強化も大きな課題であります。我が国はエネルギー資源の大部分を輸入に依存しており、そのエネルギー基盤の脆弱さは顕著であり、加えて現在は、環境問題による新たな国際的な協調・制約など変革の局面を迎えています。こうした中で、エネルギーの安定供給の確保に向けたエネルギーセキュリティーの確立は急務となっています。
このように石油政策は日本経済の発展はもとより、豊かな国民生活の維持と推進に資する極めて重要な政策であります。そこで、わが党の有志により民主党「石油政策、エネルギー研究議員連盟」を結成する運びとなりました。つきましては、議員各位におかれましても、ご参加を賜りたくお願い申し上げます。
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